
○ 年齢調整後の一人当たり医療費の地域差【半減を目指して年々縮小】
○ 年齢調整後の一人当たり入院・外来医療費の地域差【見える化】
○ 主要疾病に係る受療率、一人当たり日数、一日当たり点数等の地域差【見える化】

項 目

ＫＰＩ・「見える化」項目の明確化

【検討事項】
○ 医療費の地域差等の定義
○ 医療費適正化基本方針の一部改正（本年11月に告示予定）に向け引き続き検討

【検討後のKPI定義、測定の考え方等】
＜年齢調整後の一人当たり医療費の地域差、年齢調整後の一人当たり入院・外来医療費の地域差＞
○ 年齢調整後の一人当たり医療費（入院医療費と外来医療費の合計）について、全国平均との差を半減させる

ことを目指す。
具体的には、第三期医療費適正化計画の基準年度である平成26年度時点において全国平均を超えている都

道府県の一人当たり医療費（年齢調整後）の平均と全国平均との比率が、平成35年度に半減していることを
目指す。
※ 入院医療費については、地域医療構想と整合的な医療費適正化計画を策定し、病床機能の分化及び連携を進めるとともに、

政策的手段を駆使して、地域差半減に向けて取り組んでいく。
外来医療費については、医療費適正化基本方針では、後発医薬品、特定健診の効果を除いた後の一人当たり外来医療費（年

齢調整後）の地域差について平均との差の半減に向けて取り組む。
外来医療については、糖尿病の重症化予防の推進、重複投薬や複数種類の医薬品の適正使用の効果を推計する算定式を盛り込むが、さ

らにレセプトデータ等の分析を継続的に行い、関係者における知見やエビデンスの集積を図り、効果があると認められ、一定の広がりの
ある取組について追加を検討する。

＜主要疾病にかかる受療率、一人当たり日数、一人当たり点数等の地域差＞
○ 都道府県が自らＮＤＢデータの分析ができるよう、都道府県に対し、県別の抽出データを提供する（平成

28年度中）。医療費分析における主要疾病については、引き続き検討。

検討事項、検討後のKPI定義、測定の考え方等
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都道府県別一人当たり医療費の地域差 医療費適正化の取組について

○ 医療費の地域差の主な要因は入院医療費。入院医療費は病床数と高い相関がある。
○ 病床機能の分化・連携（地域医療構想）や糖尿病重症化予防等により医療費の地域差半減に向けて、医療費適正化を推進。
○ インセンティブ改革や重症化予防の横展開等により、予防・健康づくりの取組も加速化。

【医療費の地域差の分析】
医療費適正化計画

入院
１６．１
兆円

外来
２１．３
兆円

国民医療費
（平成26年度）

４０．８兆円

歯科・その他

３．５兆円

【地域差】

1人当たり入院医療費
（年間、年齢調整後）

高知県 ３２．１万円

１３．６万円の差

脳卒中など(循環器系疾患) ３．３万円

アルツハイマー病など(神経系の疾患)２．１万円

総合失調症など(精神・行動の障害) １．７万円

その他 ６．６万円

静岡県 １８．５万円

1人当たり外来医療費
（年間、年齢調整後）

広島県 ２９．３万円

６．２万円の差

受診日数 ９．５万円
1日当たり単価 ▲３．３万円

新潟県 ２３．１万円

【地域差の背景】
（各種指標との

関連性）

病床数
０．８

医師数
０．７

高齢者
就業率
▲０．５

医師数
０．５

高齢者
就業率
▲０．３

保健師数
▲０．３

（最大）

（最大）

（最小）

（最小）

（※）

（※） 広島県は新潟県よりも1日当たり医療費は低いが、
受診日数はその影響を大きく上回るほど多い。

※数値（相関係数）は、
1に近いほど医療費との
関係性が高い。

増
加
要
因

減
少
要
因

○糖尿病重症化予防プログラム(Ｈ28.4)策定。
日本健康会議(Ｈ28.7)で全国の市町村・保険者の取組を公表

※自治体の取組状況を分析。民間のスキル・ノウハウの活用を働きかけ。
⇒ マッチングのためデータヘルス見本市【H27:1回、H28：3回】を開催

※重症化予防の取組を民間に委託する市町村：53（H27.9）→124（H28.3）

重症化予防の横展開

インセンティブ改革

1

うち、

うち、

【医療費目標の算定式】
・入院医療費：地域医療構想と整合的に策定

✔ 病床機能の分化：高度急性期・急性期を減らし、回復期を拡充
✔ 療養病床の入院受療率の地域差の解消
⇒ 政策的手段を駆使して入院医療費の地域差半減に向け縮小

・外来医療費： 平成35年度の効果額(※機械的試算)

後発医薬品の使用割合の目標達成（70％→80％） 【▲約4000億円】

糖尿病重症化予防(全国的に取組推進＋平均以上は差を半減) 【▲約800億円】

医薬品の投与の適正化（重複、多剤投与の是正） 【▲約600億円】

特定健診・保健指導実施率(全国目標：各70％、45％)    【▲約200億円】

※地域差半減に向け、レセプト分析を継続。更なる取組を検討

○都道府県の疾患別医療費の地域差、後発品の使用促進の地域差等を見える化。
毎年度、都道府県の医療費適正化目標の達成状況を公表し、国で進捗を評価。

○予防・健康づくりにしっかり取り組む保険者へのインセンティブ強化
・国保 30年度からのインセンティブ改革を今年度から前倒し実施

※特定健診、重症化予防等に関する指標を踏まえた評価に基づき
今年度から交付金を分配

・被用者保険 特定健診受診率・保健指導実施率が著しく低い保険者への
ペナルティ（高齢者支援金の加算等）のメリハリ強化

▲約6000億円



○ 計画期間 ⇒５年を１期として実施（現在は第２期期間中）

○ 取組目標 ⇒「平均在院日数の短縮」と「特定健診等の実施率の向上」が柱

○ 計画期間 ⇒６年を１期として実施

○ 都道府県の取組目標を医療費適正化基本方針で告示（本年３月）

○ 具体的な医療費の見込みの算定式を本年11月に告示予定

・取組目標 ⇒適正化の取組目標として、「特定健診等の実施率の向上」に加え、
新たに「糖尿病の重症化予防の取組」、「後発医薬品の使用促進」、
「医薬品の適正使用（重複投薬、多剤投与の適正化）」を盛り込む

・入院医療費 ⇒「病床機能の分化・連携の推進の成果（改正医療法）」を踏まえ推計

根拠法 ：高齢者の医療の確保に関する法律

実施主体 ：都道府県

※ 国が策定する「医療費適正化基本方針」で示す取組目標・医療費の推計方法に即して、
都道府県が「医療費適正化計画」を作成。国は都道府県の計画を積み上げて
「全国医療費適正化計画」を作成。

【第１期（平成20～24年度）、第２期（平成25～29年度）】

【第３期（平成30～35年度）】

医療費適正化計画について
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平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
平成29年度
（目標値）

特定健康診査の実施率 38.9％ 41.3％ 43.2％ 44.7％ 46.2％ 47.6％ 48.6％ 70％

特定保健指導の実施率 7.7％ 12.3％ 13.1％ 15.0％ 16.4％ 17.7％ 17.8％ 45％

メタボリックシンドロー
ムの該当者及び予備群の

減少率
- - - 2.12％ 3.09％ 3.47％ 3.18％ 25％

医療機能の強化・連携等
を通じた平均在院日数の

短縮（※１）
31.6日 31.3日 30.7日 30.4日 29.7日 29.2日 28.6日 28.6日

実績医療費（※２）
34兆8,084

億円
36兆67
億円

37兆4,202
億円

38兆5,850
億円

39兆2,117
億円

40兆610
億円

40兆8,071
億円

-
（※３）

【出典】
（※１）平均在院日数の出典は病院報告（厚生労働省政策統括官付参事官付保健統計室）であるが、年度単位ではなく年単位の統計のため、

表中「平成○年度」を「平成○年」と読み替える。
（※２）実績医療費は国民医療費（厚生労働省政策統括官付参事官付保健統計室）を用いている。
（※３）計画期間における医療費の見通しを示している46都道府県の医療費の見通しを機械的に足し上げると、

特定健診等の推進や平均在院日数の短縮等がなされた場合の医療費は約45.6兆円となっている。

第二期医療費適正化計画の進捗状況（平成27年度）

○ 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第11条の規定（平成27年５月29日施行の改正
規定）により、厚生労働省は平成27年度より毎年度、全国医療費適正化計画の進捗状況の公表を行うことと
されている。

○ 第二期医療費適正化計画では、特定健康診査の実施率、特定保健指導の実施率、メタボリックシンド
ロームの該当者及び予備群の減少率、平均在院日数に関する数値目標と、医療費の見通しについて定めてお
り、これらの直近の進捗状況を報告する。
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○ 特定健診・保健指導の実施率は、施行(平成20年度)から８年経過し、着実に向上しているが、目標（特
定健診70%以上 保健指導45%以上）とは依然かい離があり、更なる実施率の向上に向けた取組が必要。

＜特定健診＞ 受診者数 2019万人（Ｈ20年度） → 2616万人（Ｈ26年度） 毎年100万人増
実施率 38.9％ （Ｈ20年度） → 48.6％ （Ｈ26年度）

＜特定保健指導＞ 終了者数 30.8万人（Ｈ20年度） → 78.3万人（Ｈ26年度）
実施率 7.7％ （Ｈ20年度） → 17.8％ （Ｈ20年度）

○ 保険者全体の第３期計画期間（H30～35年度）の実施率の目標については、実施率の向上に向けて取組
を引き続き進めていくため、第２期の目標値（特定健診70％以上、保健指導45％以上）を維持する。

特定健診 特定保健指導の対象者 特定保健指導の終了者

対象者数 受診者数 実施率 対象者数 対象者割合 終了者数 実施率

平成26年度 53,847,427 26,163,456 48.6% 4,403,850 16.8% 783,118 17.8%

平成25年度 53,267,875 25,374,874 47.6% 4,295,816 16.9% 759,982 17.7%

平成24年度 52,806,123 24,396,035 46.2% 4,317,834 17.7% 707,558 16.4%

平成23年度 52,534,157 23,465,995 44.7% 4,271,235 18.2% 642,819 15.0%

平成22年度 52,192,070 22,546,778 43.2% 4,125,690 18.3% 540,942 13.1%

平成21年度 52,211,735 21,588,883 41.3% 4,086,952 18.9% 503,712 12.3%

平成20年度 51,919,920 20,192,502 38.9% 4,010,717 19.9% 308,222 7.7%

特定健診･特定保健指導の実施状況、第３期の保険者全体の目標
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○ 積極的支援参加者と不参加者を比較すると、１人当たり入院外医療費については、男性で－8,100～－5,720円、
女性で－7,870～ －1,680円の差異が見られた。

○ 外来受診率については、男性で－0.40～－0.19件／人、女性で－0.37～＋0.03件／人の差異が見られた。

【1人当たり入院外医療費】
参加者と不参加者の差

男性－5,830円 (平成21年度)
－8,100円 (平成22年度)
－7,940円 (平成23年度)
－7,210円 (平成24年度)
－5,720円 (平成25年度)

女性－7,870円 (平成21年度)
－7,500円 (平成22年度)
－6,940円 (平成23年度)
－5,180円 (平成24年度)
－1,680円 (平成25年度)

の差異

【外来受診率】
参加者と不参加者の差

男性－0.28件／人 (平成21年度)
－0.40件／人 (平成22年度)
－0.35件／人 (平成23年度)
－0.29件／人 (平成24年度)
－0.19件／人 (平成25年度)

女性－0.35件／人 (平成21年度)
－0.37件／人 (平成22年度)
－0.25件／人 (平成23年度)
－0.13件／人 (平成24年度)
+0.03件／人 (平成25年度)

の差異

1年後 ２年後 ３年後 4年後 5年後
(平成21年度)  (平成22年度) (平成23年度) (平成24年度) (平成25年度)

特定保健指導による生活習慣病関連の１人当たり外来医療費等の経年分析
（平成20～25年度）

＊，＊＊・・・統計学的に有意な差
(円)

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

積極的支援
不参加者

積極的支援
参加者

＊p＜0.05 ＊＊p＜0.01

(円)
100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

1年後 ２年後 ３年後 4年後 5年後
(平成21年度)  (平成22年度) (平成23年度) (平成24年度) (平成25年度)

男性40～64歳 女性40～64歳

1年後 ２年後 ３年後 4年後 5年後
(平成21年度)  (平成22年度) (平成23年度) (平成24年度) (平成25年度)

男性40～64歳 女性40～64歳

1年後 ２年後 ３年後 4年後 5年後
(平成21年度)  (平成22年度) (平成23年度) (平成24年度) (平成25年度)

(件/人) (件/人)

（特定健診・保健指導の医療費適正化効果等の検証のためのワーキンググループ報告書）

※平成20～25年度の特定健診・保健指導データとレセプトデータのうち突合率が80％以上の364保険者のデータ（分析対象：19.3万人）のうち、平成20年度に積
極的支援に参加した11606人と不参加だった84558人について、21年度以降の糖尿病、高血圧症、脂質異常症に関する外来医療費等の経年分析をした。
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○ 積極的支援の参加者は不参加者と比較すると、特定保健指導後の５年間にわたり、特定健診のほぼ全ての
検査値（腹囲、体重、血圧、脂質）について、改善効果が継続していることが確認された。

○ 動機づけ支援参加者についても、積極的支援より改善幅は小さかったが、同様の傾向がみられた。

【体重】
平成20年度と比べて参加者は

男性－1.98kg (平成21年度)
－1.54kg (平成22年度)
－1.25kg (平成23年度)
－1.22kg （平成24年度)
－1.25kg （平成25年度)

女性－2.26kg (平成21年度)
－1.86kg (平成22年度)
－1.65kg (平成23年度)
－1.57kg   (平成24年度)
－1.63kg （平成25年度)

【腹囲】
平成20年度と比べて参加者は

男性－2.33cm (平成21年度)
－1.91cm (平成22年度)
－1.46cm (平成23年度)
－1.42cｍ (平成24年度)
－1.47cｍ （平成25年度)

女性－3.01cm (平成21年度)
－2.82cm (平成22年度)
－2.66cm (平成23年度)
－2.39cｍ (平成24年度)
－2.16cｍ （平成25年度)

＊，＊＊・・・統計学的に有意な差特定保健指導（積極的支援）による検査値の推移（平成20年度との差）

＊p＜0.05 ＊＊p＜0.01

男性40～64歳

H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20

(cm)

積極的支援
参加者

積極的支援
不参加者

女性40～64歳(cm)

男性40～64歳 女性40～64歳

H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20

H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20 H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20

※積極的支援・・・特定保健指導対象者のうち、腹囲が一定数値以上で、追加リスク（血糖・血圧・脂質）が２つ以上該当か、
１つ該当かつ喫煙歴がある、40～64歳の者が対象。

※動機付け支援・・ 特定保健指導対象者のうち、腹囲が一定数値以上で、追加リスクが１つ該当かつ喫煙歴がない者への支援。
40～74歳が対象。(65歳以上では、積極的支援の基準に該当する場合でも動機付け支援を実施)

（平成20年度平均 参加者91.40ｃｍ 不参加者91.40ｃｍ） （平成20年度平均 参加者95.03ｃｍ 不参加者94.65ｃｍ）

（平成20年度平均 参加者75.30ｋｇ 不参加者74.96ｋｇ） （平成20年度平均 参加者65.55ｋｇ 不参加者66.20ｋｇ）

(Kg) (Kg)

【参考】特定保健指導による特定健診の検査値への改善効果（平成20～25年度）

※分析対象：364保険者（国保320、健保組合2、共済42）、20万～22万人（分析方法で異なる）

6



-50

-30

-10

10

30
性 歳

** *** * *

-50

-30

-10

10

30
男性 歳

** **** ***

-6

-4

-2

0

2

4
性 歳

** **

-6

-4

-2

0

2

4
男性 歳

** ** **

-0.1

0.0

0.1

0.2

0.3
性 歳

** ** ** **

-0.1

0.0

0.1

0.2

0.3
男性 歳

** ** ** ** **

女性40～64歳 【血糖(HbA1c)】 ※1

平成20年度と比べて
男性－0.01％ (平成21年度)

＋0.06％ (平成22年度)
＋0.07％ (平成23年度)
＋0.09％ (平成24年度)
＋0.11％ (平成25年度)

女性－0.0４％ (平成21年度)
＋0.01％ (平成22年度)
＋0.03％ (平成23年度)
＋0.07％ (平成24年度)
＋0.08％ (平成25年度)

【血圧(収縮期血圧)】※２

平成20年度と比べて
男性－2.13mmHg (平成21年度)

－1.21mmHg (平成22年度)
－0.76mmHg (平成23年度)
－0.88mmHg (平成24年度)
－0.63mmHg (平成25年度)

女性－3.24mmHg  (平成21年度)
－3.13mmHg (平成22年度)
－3.00mmHg (平成23年度)
－2.65mmHg (平成24年度)
－2.80mmHg (平成25年度)

【脂質(中性脂肪)】
平成20年度と比べて

男性－35.91mg/dl (平成21年度)
－29.55mg/dl (平成22年度)
－31.15mg/dl (平成23年度)
－31.16mg/dl (平成24年度)
－36.23mg/dl (平成25年度)

女性－27.80mg/dl (平成21年度)
－27.02mg/dl (平成22年度)
－26.27mg/dl (平成23年度)
－29.27mg/dl (平成24年度)
－31.79mg/dl (平成25年度)

＊，＊＊・・・統計学的に有意な差

※1 ベースラインの差を補正するため、 HbA1c7.0%未満の対象者について分析。
平成25年4月より、JDS値からNGSP値へ変更となったため、平成20年度～平成25年度のデータを換算式にてNGSP値に換算して分析

※2 ベースラインの差を補正するため、160mmHg未満の対象者について分析

積極的支援
参加者

積極的支援
不参加者

＊p＜0.05 ＊＊p＜0.01

(%)

H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20

H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20 H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20

H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20 H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20

H21-H20   H22-H20 H23-H20 H24-H20  H25-H20

男性40～64歳

男性40～64歳

男性40～64歳

女性40～64歳

女性40～64歳

(%)

(mmHg) (mmHg)

(mg/dl) (mg/dl)

（平成20年度平均 参加者5.63％ 不参加者5.65％） （平成20年度平均 参加者5.80 ％ 不参加者5.79％）

（平成20年度平均 参加者130.29mmHg 不参加者130.76 mmHg） （平成20年度平均 参加者134.15 mmHg 不参加者134.36 mmHg）

（平成20年度平均 参加者206.05mg/dl 不参加者204.19mg/dl） （平成20年度平均 参加者172.03mg/dl 不参加者170.05mg/dl）
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糖尿病（40歳以上）の人口一人当たり医療費
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人口一人当たりの「糖尿病患者の医療費」（40歳以上） 全国平均

○各都道府県において、糖尿病患者（40歳以上に限る。）に係る入院外医療費を人口（40歳以上に限
る。）一人当たりで見たものをグラフにしている。

※ NDBより都道府県別の糖尿病患者（40歳以上）に係る入院外医療費を集計し、それを都道府県別の（患者調査による糖尿病患者数／
NDBによる糖尿病患者数）を調整係数として乗じたうえで、人口当たりで除すことにより算出。

点
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同一月内に同一成分の薬剤を投与された患者の割合

○各都道府県において、同一月に、同一成分の薬剤を複数医療機関から投与された患者（※）の割合を
グラフにしている。

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
※患者Ａがaという薬剤を2医療機関から、bという薬剤を3医療機関から投与されている場合は、3医療機関として計上。
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2医療機関（患者割合） 3医療機関（患者割合） 4医療機関以上（患者割合）
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第8回 医療・介護情報の活用による
改革の推進に関する専門調査会

松田主査提出資料（抜粋）
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ワーキンググループにおける分析

【２次医療圏毎の入院外・歯科医療費の３要素分析】
○ 各都道府県別に算出した疾病別医療費の３要素（受療率、１人当たり日数、

１日当たり診療費）のデータについて、さらに２次医療圏別に算出。

【患者の受療行動の分析①：複数医療機関・複数回受診】
○ 疾病別・年齢階級別に、

①同一月内に同じ疾病の記載のあるレセが複数の医療機関から出ている患者
②同一月内に同一医療機関を複数回受診した患者
について分析。

【患者の受療行動の分析②：医薬品の投与】
○ 疾病別・年齢階級別に医薬品の投与状況について以下を分析。

① 同一月内に同一成分の薬剤を投与された患者の割合と、そのときの調
剤費等の割合

② 同一月内に複数種類の薬剤を投与された患者の割合と、そのときの調
剤費等の割合

【患者の受療行動の分析③：診療行為ごとの算定回数】
○ 疾病毎に全都道府県で行われた同一月内での特定の診療行為の算定状況に

ついて分析。
11



（糖尿病、７５歳以上、男女計）外来医療費の分析（１人当たり医療費、受療率、日数、診療費）

※平成25年10月の1ヶ月分のデータを用いて分析。
※年齢調整を行っていない。

点

○ 1人当たり医療費の最も高い広島県と最も低い熊本県の2次医療圏別の状況を分析する。

【２次医療圏毎の入院外・歯科医療費の３要素分析】
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点日

点

（糖尿病、７５歳以上、男女計）外来医療費の分析（１人当たり医療費、受療率、日数、診療費）

※平成25年10月の1ヶ月分のデータを用いて分析。
※年齢調整を行っていない。

【２次医療圏毎の入院外・歯科医療費の３要素分析】
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（糖尿病、７５歳以上、男女計）外来医療費の分析（１人当たり医療費、受療率、日数、診療費）

点日

点

※平成25年10月の1ヶ月分のデータを用いて分析。
※年齢調整を行っていない。

【２次医療圏毎の入院外・歯科医療費の３要素分析】
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患者の受療行動に関する分析について

○ 平成25年10月の全都道府県の医科入院外(外来)レセプト、調剤レセプトを用いて、
① 同一月内に同じ疾病の記載のあるレセが複数の医療機関から出ている患者の割合と、
そのときの医療費の割合

② 同一月内に同一の医療機関を受診した日数ごとの患者の割合と、そのときの医療費の割合
について分析を行った。

○ なお、社保（被用者保険）、国保（市町村国民健康保険＋後期高齢者医療）ともに医療機関、
薬局所在地ベースで分析を行った。

○ また、①、②とも、年齢別（0歳～14歳、15歳～39歳、40歳～64歳、65歳～74歳、75歳以上）に、
54疾病のうち、慢性疾患や高齢者に多いと考えられる疾病を中心に分析を行った。

※糖尿病、高脂血症、高血圧性疾患、虚血性心疾患、脳梗塞、肺炎、血管性及び詳細不明の認知症、
アルツハイマー病、下肢関節障害、気分（感情）障害、気管支炎及び慢性閉塞性肺疾患、食道・胃および十二指腸の疾患、
皮膚および皮下組織の疾患、眼および付属器の疾患、骨粗しょう症、急性上気道感染症、糸球体疾患、
腎尿細管間質性疾患及び腎不全、喘息、急性気管支炎及び急性細気管支炎、結腸及び直腸の悪性新生物、
胃の悪性新生物、気管・気管支および肺の悪性新生物、乳房の悪性新生物

①について
「同一人について、同一月内に同じ疾病の記載のあるレセが複数の医療機関から出ている場合」と定義して、分
析を行った。同じ疾病の記載のあるレセが出ている医療機関数について、２医療機関、３医療機関、４医療機関
以上として分析。
※本分析では、診療科は考慮しておらず、また、疾病別分析の際にはレセプトに複数疾病の記載がある場合も含まれているため、例えば、複数疾患を

持つ患者が、異なる診療科や異なる疾病で別の医療機関を受診した場合も含まれることに留意が必要。

②について
「同一人の同じ疾病のあるレセについて、同一月内に同一の医療機関を何日受診しているか」を分析するため、
同一医療機関の受診日数について分析を行った。受診日数は、０～４日、５～９日１０～１４日、１５～１９日、２０
日以上として分析。
※本分析では、診療科は考慮しておらず、また、疾病別分析の際にはレセプトに複数疾病の記載がある場合も含まれている。また、患者の状態が不明
であるため、受診日数の適否を一概に判断することができないことに留意が必要。

【複数医療機関・複数回受診】
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同一月内に同じ疾病の記載のあるレセが複数の医療機関数から出ている患者の割合

○各都道府県において、同一月に、同じ疾病の記載のあるレセが複数の医療機関から出ている、糖尿
病の７５歳以上の患者（※）の割合をグラフにしている。

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
※患者Ａがa県では2医療機関、b県では3医療機関にかかっていた場合は、3医療機関としてb県に計上。
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2医療機関（患者割合） 3医療機関（患者割合） 4医療機関以上（患者割合）

平均受診医
療機関数

1.12

【複数医療機関・複数回受診】
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同一月内に同じ疾病の記載のあるレセが複数の医療機関数から出ている際の医療費の割合

○各都道府県において、医療費全体に占める、同一月に、同じ疾病の記載のあるレセが複数の医療機
関から出ている、糖尿病の７５歳以上の患者に係る医療費（※）の割合をグラフにしている。

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
※複数医療機関を受診している患者の医療費の合計。ただし、患者Ａがa県で2医療機関、b県で3医療機関かかっていた場合は、
後者のみをb県に計上。
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同一月内に同じ疾病の記載のあるレセの同一医療機関における受診日数ごとの患者の割合

○各都道府県において、同一月内に同一の医療機関を受診した日数ごとに、糖尿病の記載のあるレセ
が出ている７５歳以上の患者（※）の割合をグラフにしている。

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
※患者Ａがa病院では５日、b病院では10日受診していた場合は、10日として計上。
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同一月内に同じ疾病の記載のあるレセの同一医療機関における受診日数ごとの
患者に係る医療費の割合

○各都道府県において、医療費全体に占める、同一月内に同一の医療機関を受診した日数ごとに、糖
尿病の記載のあるレセが出ている７５歳以上の患者に係る医療費（※）の割合をグラフにしている。

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
※受診した日数ごとの患者の医療費の合計。ただし、患者Ａがa病院で５日、b病院で10日受診していた場合は、後者のみを
計上。
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医薬品の投与に関する分析について

○ 平成25年10月の全都道府県の医科入院外(外来)レセプト、調剤レセプトを用いて、
① 同一月内に同一成分の薬剤を投与された患者の割合と、そのときの薬剤費の割合
② 同一月内に複数種類の薬剤を投与された患者の割合と、そのときの薬剤費の割合
について分析を行った。

○ なお、社保（被用者保険）、国保（市町村国民健康保険＋後期高齢者医療）ともに医療機関、
薬局所在地ベースで分析を行った。

○ また、①、②とも、年齢別（0歳～14歳、15歳～39歳、40歳～64歳、65歳～74歳、75歳以上）に、
54疾病のうち、慢性疾患や高齢者に多いと考えられる疾病を中心に分析を行った。

※糖尿病、高脂血症、高血圧性疾患、虚血性心疾患、脳梗塞、肺炎、血管性及び詳細不明の認知症、

アルツハイマー病、下肢関節障害、気分（感情）障害、気管支炎及び慢性閉塞性肺疾患、食道・胃および十二指腸の疾患、
皮膚および皮下組織の疾患、眼および付属器の疾患、骨粗しょう症、急性上気道感染症、糸球体疾患、
腎尿細管間質性疾患及び腎不全、喘息、急性気管支炎及び急性細気管支炎、結腸及び直腸の悪性新生物、
胃の悪性新生物、気管・気管支および肺の悪性新生物、乳房の悪性新生物

①について
「同一人について、同一月内に同一成分の薬剤を、複数医療機関から投与される場合」と定義して、分析を
行った。

同一成分の薬剤を投与された医療機関数について、２医療機関、３医療機関、４医療機関以上として分析。
※本分析では、処方日数は考慮していないため、例えば、１週間ごとに同一成分の薬剤を２つの医療機関から投与されている

場合も含まれる。また、例えば、夜間に救急で診療を受けて薬をもらい、翌日にかかりつけ医を受診して同じ薬効の薬をもらう
場合や、医療機関が連携して患者の治療を行うため、患者紹介を行った場合等も含まれることに留意が必要。

②について
「同一人について、同一月内に複数種類の薬剤が投与されている場合」と定義して、分析を行った。

投与された薬剤の種類数について、０～４種類、５～６種類、７～９種類、１０～１４種類、１５～１９種類、
２０～２４種類、２５種類以上として分析。
※患者の状態が不明であるため、投与された種類数の適否を一概に判断することができないことに留意が必要。

【医薬品の投与】
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同一月内に同一成分の薬剤を投与された65歳以上の患者の割合

○各都道府県において、同一月に、同一成分の薬剤を複数医療機関から投与された65歳以上の患者
（※）の割合をグラフにしている。

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
※患者Ａがaという薬剤を2医療機関から、bという薬剤を3医療機関から投与されている場合は、3医療機関として計上。
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2医療機関（患者割合） 3医療機関（患者割合） 4医療機関以上（患者割合）
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同一月内に同一成分の薬剤を投与された65歳以上の患者に係る調剤費等の割合

○各都道府県において、調剤費等全体に占める、同一月に、同一成分の薬剤を複数医療機関から投与
された65歳以上の患者に係る調剤費等（※）の割合をグラフにしている。

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
※複数医療機関から投与された同一成分の薬剤の金額の合計。ただし、患者Ａがaという薬剤を2医療機関から、bという薬剤を
3医療機関から投与されている場合は、3医療機関としてｂにのみを計上。
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【医薬品の投与】

22



同一月内に複数種類の薬剤を投与された65歳以上の患者の割合

○各都道府県において、同一月に、複数種類の薬剤を投与された65歳以上の患者の割合をグラフにしている。

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
※患者Ａがa県の薬局から３種類の薬剤を、b県の薬局から６種類の薬剤を投与されている場合は、b県で計上。
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0～4剤（患者割合） 5～6剤（患者割合） 7～9剤（患者割合） 10～14剤（患者割合） 15～19剤（患者割合） 20～24剤（患者割合） 25剤以上（患者割合）
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同一月内に複数種類の薬剤を投与された65歳以上の患者に係る調剤費等の割合

○各都道府県において、調剤費等全体に占める、同一月に、複数種類の薬剤を投与された65歳以上の患者に係
る調剤費等（※）の割合をグラフにしている。

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
※患者Ａがa県の薬局から３種類の薬剤を、b県の薬局から６種類の薬剤を投与されている場合は、b県において投与された薬剤費の
合計を計上。
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15～19剤（調剤費等割合） 20～24剤（調剤費等割合） 25剤以上（調剤費等割合）
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同一月内に複数種類の薬剤を投与された65歳以上の患者の割合

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地、薬局所在地ベースで分析。
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患者の受療行動に関する分析について

○ 平成25年10月の全都道府県の医科入院外(外来)レセプト、調剤レセプトを用いて、
同一月内に行われた特定の診療行為や薬剤費の状況について分析を行った。

○ 社保（被用者保険）、国保（市町村国民健康保険＋後期高齢者医療）ともに医療機関所在地
ベースで分析を行った。

○ また、54疾病のうち、慢性疾患や高齢者に多いと考えられる疾病（※）を中心に、それに関連する
診療行為や薬剤の算定回数、使用量について、年齢別（0歳～14歳、15歳～39歳、40歳～64歳、
65歳～74歳、75歳以上）に分析を行った。
※全疾患、糖尿病、高脂血症、高血圧性疾患、虚血性心疾患、脳梗塞、肺炎、血管性及び詳細不明の
認知症、アルツハイマー病、下肢関節障害、気分（感情）障害、気管支炎及び慢性閉塞性肺疾患、
食道・胃および十二指腸の疾患、皮膚および皮下組織の疾患、眼および付属器の疾患、
骨粗しょう症、急性上気道感染症、糸球体疾患、腎尿細管間質性疾患及び腎不全、喘息、
急性気管支炎及び急性細気管支炎、結腸及び直腸の悪性新生物、胃の悪性新生物、
気管・気管支および肺の悪性新生物、乳房の悪性新生物

※本分析では、疾病別分析の際にはレセプトに複数疾病の記載がある場合も含まれていることに
留意が必要。

○ 算定回数などについては、患者所在地ベースで分析した際に算出された患者数を用いて、
「患者1人当たり」の算定回数として分析。

【診療行為毎の算定回数】
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都道府県毎のＣＴ、ＭＲＩの人口当たり台数・患者数

（出典）平成26年医療施設調査 及び 人口推計（平成26年10月１日現在）
※ 患者数は平成26年９月中の数。

【診療行為毎の算定回数】
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都道府県毎のＣＴ、ＭＲＩの人口当たり台数・１台当たり患者数

【診療行為毎の算定回数】
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全疾患・全年齢・男女計の初再診の時間外加算の算定回数

「時間外加算」には、保険医療機関が表示する診療時間以外の時間、深夜（午後10時～午前6時までの間）、休日に関する
加算、夜間・早朝等加算、時間外特例加算を含む。
（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地ベースで分析。

※なお、患者Ａがa県で2医療機関、b県で3医療機関かかっていた場合は、b県で計上。
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【診療行為毎の算定回数】
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全疾患・全年齢・男女計の初再診の時間外加算の患者1人当たり算定回数

「時間外加算」には、保険医療機関が表示する診療時間以外の時間、深夜（午後10時～午前6時までの間）、休日に関する
加算、夜間・早朝等加算、時間外特例加算を含む。
（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地ベースで分析。算定回数を患者所在地ベースで

の患者数で補正。
※なお、患者Ａがa県で2医療機関、b県で3医療機関かかっていた場合は、b県で計上。
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【診療行為毎の算定回数】
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糖尿病の記載のあるレセ・７５歳以上・男女計のHbA1c検査の算定回数

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地ベースで分析。
※なお、患者Ａがa県で2医療機関、b県で3医療機関かかっていた場合は、b県で計上。
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【診療行為毎の算定回数】
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糖尿病の記載のあるレセ・７５歳以上・男女計のHbA1c検査の患者1人当たり算定回数

（注）平成25年10月の入院外レセプト、調剤レセプトについて、医療機関所在地ベースで分析。算定回数を患者所在地ベースで
の患者数で補正。
※なお、患者Ａがa県で2医療機関、b県で3医療機関かかっていた場合は、b県で計上。
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